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生研ニュース

生 産 研 究

llS協 同研究プログラム

工学研究における産学協力の必要性

世界をリー ドする工学の高い水準を維持し技術開発を

進展させてゆくためには,大 学と産業界との有機的な連

携により研究 ・開発を推進させることが不可欠であるこ

とは今や論をまたないところです。大学は主として基礎

的な研究開発と人材の育成の役割を担いますが,種 々の

協同研究を通じて応用面 。実施面への橋渡しを行 うこと

も重要な任務としています。東京大学生産技術研究所(生

研)で は, Institute of lndustriaI Science (IIS) とい

う英文名にも端的に表されているように,発 足当初から

産業界との積極的な連携を進めてきており数多くの成果

を上げてきました。いま生研ではこの産学協力を今まで

以上に積極的に, また多様な形で推進させようとしてお

ります。この新しい計画が HS協 同研究プログラムです。

IIS協同研究プログラム

生研には①先端的で独創的な研究成果を挙げている幅

広い研究スタッフ,② 学際領域にまたがる機動的なグ

ループ研究体制,③ 独自に有する研究員制度,協 力研究

員制度,外 国人研究者招聘制度,④ 独自の運営に基づ く

国内,海 外の幅広い研究ネットワーク, さらには⑤スー

パーコンピューター, クリーンルーム,耐 震実験設備な

ど優れた研究実験施設をベースとする強力な産学協力の

基盤が整備されています。これらを産業界や企業が持つ

応用開発意識に結合し,産 学協力により実 りある研究成

果を目指すのが HS協 同研究プログラムです。そしてこ

のプログラムの中核をなすものが,協同研究機構です(図

参照).

協同研究の内容

協同研究の具体的な方法 ・形態は研究の性質により異

なります。代表的なものを以下に示します。

(1)生研の教官もしくは研究グループと,企 業もしく

は企業グループとの間で特定のプロジェクトを設け,

これに対して民間の研究者が共同研究員として参加

し,生 研の教官と協力して研究を進めるもの。

(2)長期的視野に立つ基礎研究に関し,生 研の教官も

しくは生研の特定の研究グループに委託して研究を

進めるもので,こ の研究成果は委託者や産業界に

フイ~ド バ ノクされる.

(3)生研の持つ国内や海外のネットワークを利用し,

国内外の研究者の参加をも求めてグループを設けて

協同研究を行 うもの.

(4)比較的短,中 期的な視点に立つ研究開発に関し,

生研の教官もしくは研究グループに委託して研究を

進めるもの。

(5)その他,(財 )生産技術研究奨励会に設置される協

同研究グループ等各種のものが考えられます。

以上の協同研究プログラムには,個 別の企業,企 業グ

ループ,研 究組合などいずれの形でも参加することが可

能です。これらの研究プログラムの具体的な運用は,主

として文部省の準備した以下のような制度は)に則って進

められます。

a)民 間等との共同研究 (昭和 60年度実績で 10件)

b)奨 学寄附金による研究(昭和60年度実績で335件)

C)受 託研究 (昭和 60年度実績で 16件)

これらのほかにも,文 部省の科学研究費補助金や(財)生

産技術研究奨励会の補助金を活用した協同研究などもあ

ります。

協同研究の具体的な形態は,お のおのの目的や実績に

合わせて最も適当なものが選ばれることになります。

参加の方法

IIS協同研究プログラムヘの参画を歓迎 します.詳 細

はIIS協同研究プログラム事務局 (電話 034026231内

線 2062研 究協力推卜長 櫛引伸彦)へ お問い合わせ下さ

い。協同研究のための最適な研究組織 。形態について協

議し,生 研内の審査機関,場 合によっては東京大学の評

議会や文部省などの承認を経て,正 式発足のはこびとな

ります.

注① 民 間等 との共同研究  国 立大学等の研究施設において,大学

と企業等が相互 に所要の研究者 と研究費,研究設備 を提供 して共

同で研究 を進め る制度 共同研究の結果,共 同発明が生 じた場合

には,特 許は共 同所有が原員」で,企 業 (またはその指定す る者)

が 7年 以内の一定期間優先実施権 を持つ ことがで きる

② 奨 学寄附金による研究  国 立大学等において,企業等の寄附

全 を受 け入れ,学術研究の充実発展 に活用す るこ とを目的 とす る

制度.寄 附金は研究 目的,研 究部門 (分野)や 研究者 を指名 した

受入れが可能であ り,学 術研究の奨励,振 興 ,活 性化のために極

めて重要 な役割 を果 た している こ の制度 による寄附全 は,法 人

の場合 は寄附金全額が損金に参入 され,免 税 となる (一般寄附金

の損金参入限度額 とは別枠扱)こ の寄附金は年間を通 じて柔軟

に受 け入れてお り,寄 附者氏名 を冠 した基金 を作 るこ ともで き

る.

③  受 託研究  国 立大学等の研究者が,企業や官公庁研究試験機

関等か らの委託 を受 けて実施す る研究で,経費を委託者が負担す

る。受託研究によ り国が取得 した特許は,委 託者 (またはその指

名す る者)が, 7年 以内の一
定期間優先的実施権 を持つ こ とがで

きる.
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昭 和 60年 度 民 間 等 との 共 同 研 究

材 料 。エ ネ ル ギ ー

材 料 設 計 ・表 面 ・界 面 ・ミクロ分 離 ・機 能 性 材 料 ・生体 医用工

学 ・破 壊 力 学 ・信 頼 性 ・エ ネ ル ギー 変 換 ・交通

アモルファス合金

非品質合金薄膜

気相か ら合成 された非品質薄膜の構造解析

超高分解能電子顕微鏡 によるアル ミニュウムの粒界解析

液体急冷希土類 ・鉄合金

液体急冷 した Al―Fe合 金の構造

急冷金属電極特性

結晶作成技術

ガラスの材料設計

団体材料の極低温物性

セラ ミックスの材料設計

超急冷 Al―Ti―Zr合 金

高分解能電子顕微鏡法によるセラ ミンクの界面構造の解明

GHz帯 超音波スペ ク トロス コピー技術の開発

金属材料の評価手法の開発

クライオポンプの基礎

工業材料の表面改質

オー ジェ電子分光 におけるデー タ処理

サブ ミクロンニ次 イオン質量分析法 による機能 性新材料の評価

薄膜の定量電子分光

軸流分子 ポンプによる超高真空作成法

極低圧吸着現象

分子線エ ピタキシー装置

サブ ミクロン SIMSを 用いた半導体表面の局所分析

工業材料の表面分析

極高真空作成

新 しい炭素か らの高機能吸着剤

機能性分離材料

膜分離法のための新規膜開発

多子L性樹脂の利用

活性炭 による高度分離技術

分離用高分子充損斉」

逆浸透膜の耐久性

吸着による水素 ガス精製

膜によるガス分離

低エネルギー型電子線照射 による高分子化反応

機能性複素環化合物

30

。奨学寄附金 。受託研究の課題一覧

ゼオライ トの NMRに よる研究

有機機能性材料の物 性

機能性粉体

フ ミン質 草 炭

機能性天然高分子材料

2-プ ロパ ノールの脱水素反応用超微粒子散媒

触媒 を利用 したエネルギー化学

インク内の音速測定

有機光導電材料の構造設計

機能性非品質材料

有機系お よび活性炭系耐熱イオン交換体の開発

高温ガスおよび物質の定量

機能材料

機能 L膜

生物資源の効率的利用のための膜技術の開発

結晶性材料の微視的力学解析

銅お よび希薄銅合金の腐食評価

注型品への破壊力学の適用

クリープ き裂の破壊力学的評価

材料強度

渦電流探傷法 による欠陥評価

系統サー ジ現象 と絶縁協調

電力系統 における開閉サー ジ現象

雷撃位置標定 (LLS)

気中における絶縁破壊

ロー カル発電の系統連係

送電線への冬季雷撃現象の観測

新雷検 出器による 日本海佃l冬季雷の性状調査

パ ワーエ レク トロニ クス

電力系統の雷害防止のための雷パ ラメー タの研究

電力機器の予防保全用センサ

高効率電力変換制御技術

道路網信号制御高度化の効果予測

交通流画像解析技術

情 報 。電 子

集積システム・半導体デバイス・半導体材料 ・光エレクトロニ

クス ・画像情報工学 ・知識工学 ・ネットワーク・計算工学

化合物半導体の評価

超格子機能デバイスの基礎研究
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量子マイクロヘ テロ構造 における電子の波動関数制御 とその応用

化合物半導体結晶技術

ヘ テロ接合 を含 む化合物半導体 中の輸送現象

ドライエ ッチングによるウェーハダメー ジの解明

化合物半導体結 晶,デ バ イスの評価

半導体 中の深い不純物準位

DXセ ンターの生成 とその物性

アモルファス電子材料

GaAs結 晶材料

新規化合物半導体,材 料

超高速デバ イスのモデ リング

半導体エ レク トロニ ックデバ イス

半導体の 自動車への応用

GaAs/AlGaAsヘ テロ接合電界効果 トランジスタの高性能化

半導体超薄膜デバイスに関す る調査

超格 子素子の基礎物性

分 子線エ ピタキシャル技術

光 フ ァイバーセンサ

光学機器

光 デバ イス

単
一偏波モー ドファイバ

画像 プ ロセ ッサ

光導波路及び新型 レーザ を用いた光通信

オプ トデバ イス

光 セ ンサ

レーザ光源 による光画像端末

水 中超音波の送受波

水晶振動子の国際規格調査

高速光信号処理技術

画像分E・L網

ファクシ ミリ信号変換方式

テレマティー ク端末のためのイメー ジ処理方式

カラー画像 の高効率圧縮方式

画像 の低 ビッ トレー ト符号化伝送

非電話系移動通信用暗号方式

自動車間通信

医療情報の統一 フォーマ ッ ト及びデー タ保護方式

情報処理

人工知能関連 ソフ トウェア及びシステム技術

知能 ロボ ッ ト

図面デー タベースの構成

知識処理のオフィス機器への応用

地理情報 システムの構成

図面処理 システム

コンピュー ターマ ッピング

並列処理方式

高性能 ファイル メモ リー

エ キスノヾ― トシステム

実時間並列方式アー キテクチュア

システム設計技術の 自動検 出技術

画像計測技術の応用

画像処理方式

画像処理 認 識アル ゴ リズム

画像 デー タベース

字宙画像 を用いた二次元計測

動画像 を用いる空間計測

画像情報処理

画像処理利用技術

視聴覚機器の充実

解析写真測量

NMR画 像処理

X線 による組成分布計算法

カラー画像の領域切 り出 しとその符号化

旋回乱流の数値予測法

ク リー ンルーム内の気流性状

二次元流れの可視化

室内気流の数値 シ ミュレー シ ョン

LESに よるデ ィフューザー内流れの解析

核融合装置における中間流圧力領域のガスの挙動

生 産 。制御

伝 熱工 学 ・生産 加 工 ・CAE・ CAD・ 先 端 材料 加 工 ・メカニ カ

ル シス テ ム ・シス テ ム制 御 ・海 洋工 学

複合伝熱数値解析及び画像処理応用計測

急冷法

マ ランゴニ対流

鋼板表面性状の冷却能への影響

融液流 に関す る基礎 的検討

沸勝熱伝達 の促進

テス トCADの 基礎

ダイカス ト技術

図面 自動読取 り

走行 ワイヤーによる細軸の放電マイ クロ加工

金型加工

走査電子顕微鏡 による表面形状計測

オンラインロール 自動研削

ロールフォー ミング

鍛造金型の最適設計理論設計技術

生産工 程に於 ける製品重量の動的,静 的制御

ロール成形解析技法及び塑性加工技術

工作機械の構造解析 (CAE)

冷間ロールフォー ミング加工技術の応用

管の引 き抜 き

微細孔の放電加工

振動仕上げ抜 き

金属管製造技術

非鉄金属の変形抵抗測定

自動車用ディス クホイールの成形技術

素形材加工

廉価,且 つ短期間で作成で きる金型

UBETの 応用

微細孔加工装置

繊維複合材料

液体 ボン ド砥石 を用いた新研磨法の開発

先端素材加工

炭素繊維強化 Al複 合材料

半導体皮膜形成方法

鋳鉄 ボン ド式ダイヤモン ド砥石

アル ミニウム合金の粉末鍛造

研削砥石

複合材料の開発

炭素繊維強化複合材料の開発

半溶融加工法

セラ ミックの加工 と成形

セラ ミックス厚膜材料

ファイバー ・マ トリックス層間化合物の生成

繊維強化複合材

自動車部品の成形加工

焼結材料

セラ ミックス焼結体

炭素繊維の利用

セラ ミックス粉末の凍結射出成形

ファイバー メタラジー

デ ィス クブ レーキノイズの シ ミュ レー シ ョン解析

磁気軸受

リニアモー タの応用

産業機械の振動特性解析

工作機械構造の振動

工作機械構造の非線型振動解

FA用 サー ボシステムの新制御技術

生 産 研 究  7 3
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高速位置決め機構

最適市1御

自動制御

知能 ロボ ッ ト

可変速駆動制御技術

サー ボモー タの制御技術

電力変換制御 システム

漁業用係留装置

長大管 と浮遊構造物の達成運動

海事流体 力学 と浮体運動学の研究調査

波浪エネルギー利用浮体

錨泊振れ回 り運動

長周期変動漂流力

海洋環境機器

防 災 ・環 境

耐 震 工 学 ・構 造 解 析 ・災害制 御 ・土質 工 学 ・

境 情 報 ・環 境 制 御 ・環 境 設 計 ・技 術 史

原子力発電所機械設備の免振構造

二重床 システムお よび FRPパ ネル水槽の耐震性

原子力機器の耐震 性評価法の開発

地 中管路の耐震研究

機器の免震

タンク型 FBRの 地震応答

核融合施設の免震構造

化学プ ラン トの耐震設計

鉛弾塑性 ダンパー を用いた免震構造

原子カプ ラン トの耐震技術

原子力発電所の耐震性

OA機 器の耐震

地 中線土木構造物の耐震設計

ガスエ作物の耐震

埋設管の地震時挙動

ガス施設関係の耐震設計

大規模鉄骨造の耐震設計

道路橋の耐震性

土木構造物のFl震性

クリー ンルームの除震,免 震

建屋 内設備機器の耐震性

FBRの 耐震設計法

耐震実験方法

建築物の耐震補強

建築物の地震応答

コンクリー ト・環

生 産 研 究

ダムおよび地下発電所の地震応答特性の解析

地盤振動の伝播特性

OAフ ロアの地震応答解析

地下鉄 トンネルの地震時挙動

確率有限要素法

単層スペースフレーム ドームの力学的 性状

非線形 FEM応 力解析

補強土に関する研究

土の安定工法

土の動的変形特性 に関す る実験的研究

不攪乱砂 レキの動的変形強度特性

コー ン貫入試験 による液状化判定法

砂地盤の液状化の解析法

砂の動的変形,強 度特性

不織布 による粘性土盛土の補強法

コンクリー トの耐久性診断

コンクリー ト構造物の防蝕方法

高炉セメン ト及び高炉水砕 スラグを用いた コンクリー ト

FRPロ ッ ドを用いた PC構 造

コンクリー ト構造物の補修方法

RC構 造物の耐久 性

繊維 コンクリー ト用 ミキサ

非破壊試験 によるコンクリー ト構造物の劣化度判定方法

海洋 コンク リー ト構造物の防食

都市環境の計画,評 価並 びに制御

建築物の周辺気流の予濃1手法

浮遊微粒 子の漫度測定法

工場群周辺の汚染ガス ・浮遊微粒子拡散 と高濃度汚染防止対策

大形構造物の屋内環境計画

室内気流の最適予根1 制 御手法

クリー ンルーム内における浮遊微粒子の拡散

防風 フェンスの性能

途上国における リモー トセンシングの応用

不飽和浸透 に係わる土壌特性の評価

小規模水処理 システム

雨水浸透処理

遮音性能の評価方法

建築音響

建物の遮音性能のフィール ド測定法

空間モデルの計画的研究

建築モデル

多層構造モデル

日本人建築家の在外作品の現地調査




